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IoTで全ての人とモノがつなが

り、様々な知識や情報が共
有され、新たな価値がうまれ

る社会

少子高齢化、地方の過疎

化などの課題をイノベーション
により克服する社会

AIにより、多くの情報を分析
するなどの面倒な作業から解

放される社会

ロボットや自動運転車などの
支援により、人の可能性がひ

ろがる社会

Society５.０で

実現する社会

 必要なもの・サービスを、必要な人に､必要な時に､必要なだけ提供し、社会の様々なニーズにきめ細かに対応
でき、あらゆる人が質の高いサービスを受けられ、年齢、性別、地域、言語といった様々な違いを乗り越え、活
き活きと快適に暮らすことのできる社会。

第4次産業革命によるSociety5.0*で実現する社会（超スマート社会）

【医療・介護】

予防検診・ロボット介護

【交通】

移動支援、渋滞緩和・事故減少

【ものづくり】

最適なバリューチェーン・自動生産

【農業・食品】

農作業の自動化・最適な配送

【エネルギー】

エネルギーの多様化・地産地消

【防災】

安全な避難・迅速な救助・物資の最適配送

＊Society5.0は政府の「第5期科学技術基本計画」（平成28年1月）において提唱

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させた
システムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会
（Society）

１．（１）事業趣旨 「目指すべき社会～Society5.0～」



 Society5.0の実現に必要なConnected Industriesは人材不足が深刻化する地方でこそ推進する必要

 その手段としてのIoT等の導入を促進するため、ユーザーとベンダーの出会いの場、経営者がIoT等導入判断できる
仕組みづくりのため、平成２９年７月、九州IoTコミュニティを設立

１．（１）九州IoTコミュニティの体制

九州IoTコミュニティ

出典：九州経済産業局「平成２８年度ＩｏＴ推進のためのシステムインテグレーション・ネットワーク構築に係る調査報告書概要版

会長：九州大学大学院システム情報科学研究院 井上弘士教授
事務局：一般財団法人九州オープンイノベーションセンター、九州経済産業局
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ｖ
会員数は団体会員、個人会員合わせて合計779会員。全体に占める民間企業の割合は68.8%。

地域別では福岡県が約６割を占めている。 ＜令和２年７月末現在＞

１．（１）九州IoTコミュニティの体制（会員構成）

参考

平成29年7月（発足時）：250会員
↓約２倍

平成31年/令和元年：550会員
↓

令和2年7月：779会員
約３倍
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地方版IoT推進ラボ

福岡県、北九州市、福岡市、直方
市、嘉飯桂地域、佐賀県、長崎
県、長崎市、島原市、南島原市、
熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島
県

第４次産業革命実証ラボ

FAIS、北九州高専、北九州テクノサポート、
SRP open Innovation Lab、
佐賀県産業スマート化センター、
産総研九州センター、長崎県IoT推進ラボ、
熊本県IoT推進ラボ、大分県IoT推進ラボ、
宮崎県IoT推進ラボ、鹿児島県IoT推進ラボ

IoT推進コンソーシアム(全国組織） ロボット革命イニシアティブ協議会（全国組織）

■福岡AI open lab（福岡市）

■ビッグデータ・オープンデータ研究会in九州、

■産業用ロボット導入支援センター（北九州市）

■大分県ドローン協議会

■SIIQ

■K-RIP

■HAMIQ

■九州農業成長産業化連携協議会

IoT等を活用した地域課題の解決 地域企業の生産性向上 先端技術の活用促進等

◆九州IoTコミュニティ
※ （ＩｏＴ利活用の中核機関（出会いの場、情報提供、マッチング、データサイエンティスト育成 etc）

人材育成等

■AI人材連携による中⼩企業課題解決

促進事業（令和２年度～）

◇解決すべき課題を媒介に中⼩企業等
がAI人材とマッチングし協働で課題
を解決

◇成功事例の展開により、企業とAI人
材の連携を進め、中⼩企業のAI導入
を促進

導入支援

■中⼩企業生産性革命推進事業

（ものづくり補助金、IT導入補助金）

中⼩企業・⼩規模事業者の生産性向上

を図る設備投資を支援

■５Ｇ投資促進税制（令和2年度～）

安全・安⼼な５G情報通信インフラの早
期かつ集中的な整備に係る投資を促進

開発支援

■サポイン事業

中⼩企業が大学・公設試等と連携して

行うものづくり技術の高度化（通称：

サポイン）、及び異分野企業と連携して

行う革新的サービスモデル開発（通称：

サビサポ）を支援

組

織

施

策

「生産性向上」と「人手・人材不足対応」

約７８０会員

６

１．（１）施策全体イメージ



（参考）
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【データサイエンティスト育成講座】
政府が推進するSociety 5.0 の実現において、AIの社会

実装は必須であり、その担い手としてデータサイエン
ティストの育成は喫緊の課題であるため、その育成講
座を実施する。（データフォーシーズ、九州大学）

【製造業ワークショップ】
製造業におけるIoT等のプラットフォーマーを創出し、当

事者企業の競争力を強化する。また、同業界向けに開
発されるソリューションの横展開を図る。

（地域中核支援事業：デロイトトーマツ）

【実証ラボ整備連絡会議】
AI・IoTの技術及び経営への活用についての経営者へ
の情報提供体験の場を創出。

（事務局：九経局、活性化C、九産技C）

【流通業ワークショップ】
流通業におけるIoT等のプラットフォーマーを創出し、当事者企

業の競争力を強化する。また、同業界向けに開発されるソ
リューションの横展開を図る
（地域中核支援事業：デロイトトーマツ）

◆ワークショップ

◇情報提供

セミナー等の開催
先進企業見学会
メルマガ
（各社のアクセラレーター支援）

◇ニーズシーズマッチング
マッチング会
コーディネータ支援
展示会出展支援

（地域中核支援事業：デロイトトーマツ）

九州地域におけるSociety5.0へ向けた新たな価値の創出のため、技術の活用と課題解決への取組を促進

◆ネットワーク形成事業

アドバイザリーボード
オプティム
安川情報システム
三松
ワイズリーディング
グルーヴノーツ

◇IoT推進コンソーシアム
◇ロボット革命イニシアティブ協議会
◇インダストリアル・バリューチェーン・
イニシアティブ

全国組織との連携

【地方版IoT推進ラボ】

地方版IoT推進ラボとの連携

◆技術開発支援

地域の課題に対応した
ＰＯＣの推進

【DX関連調査】
ものづくり中小・中堅企業のDX実現
に向けて、SIer企業参入促進のため
の競争環境整備調査を実施。現状
及び今後の課題対応策を探る。

◆調査

【九経連との連携セミナー】
九経連との連携でサイバーセキュリティ
強化に向けセミナーを開催。

【ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨお助け隊】
インシデント発生時の駆けつけ支援や
簡易保険での対応を行う体制構築の
実証事業。九州管内からも申請中。

◆サイバーセキュリティ関連支援

NEW

NEW

１．（２）2020年度の取り組み

８



出典：第2回 スマートかつ強靱な地域経済社会の実現に向けた研究会
資料２ ウィズ・ポストコロナ時代における地域経済産業政策の検討

（全体的な方向性、地域DX）
令和3年２月５日 経済産業省地域経済産業グループ

１．（２）①AI人材育成

９
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（参考）データサイエンティスト育成に向けた九州地域の取り組み

データ解析よろず相談窓口
（九州大学ADS育成室）

もっと専門的に
勉強したい！

データはあるがど
う解析すればいい
か分からない

データ解析結果は
出たけど、

これってどう解釈
したらいいの？

会社の人材育成に
使えるツールを教

えて！

社会人向け
ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽﾌﾟﾛ短期集中ｺｰｽ

（九州ADS育成ｺﾝｿｰｼｱﾑ）

・第四次産業革命
スキル習得認定講座

・AI Quest
（経済産業省）



１.（２）②サイバーセキュリティお助け隊実証事業(2020年度)

• 地域の団体、セキュリティ企業、保険会社がコンソーシアムを組み、中小企業向けのセキュリティ対策支援の仕
組みの構築を目的とした実証事業を実施（全国で15件実施）。

• 本事業により、中小企業の事前対策の促進や意識喚起、攻撃実態や対策ニーズの把握を行い、民間による
中小企業向けのセキュリティ簡易保険サービスの実現を目指す。

実証地域の
中小企業 相談窓口機能

（セキュリティベンダー、
IT専門コールセンター

等）

対応機能
（地域のIT事業者等）

サイバーセキュリティお助け隊

＜駆けつけが
必要な場合＞

①相談
＜電話orメール＞

②対応、
リモートサポート

 中小企業のセキュリティ対策状況の把握
 中小企業の被害実態の把握
 中小企業が求めるサービスの把握 等

＜実証のイメージ＞

機器設置

④対応、
復旧支援

＜駆けつけ＞

 自社の攻撃実態等への気付き
 セキュリティ事前対策の促進
 事後対応への意識向上 等

中小企業 側 保険会社、セキュリティベンダー 側

実証結果

③対応依頼

中小企業向け
簡易保険・サービスの開発
（損害保険会社）

UTM

• 事前対策
• 意識喚起
• 実態把握 等

＜2020年度の実証地域＞

⑨滋賀、奈良、
和歌山

①北海道

⑤千葉、埼玉

⑬沖縄

②宮城、山形、
秋田、青森 ③岩手

④岩手、宮城、福島

⑥千葉

⑭防衛・航空
宇宙産業

⑦岐阜を中心
中部エリア

⑧愛知、岐阜、三重

⑩香川
⑫熊本

⑪福岡、佐賀、長崎、
熊本、大分、宮崎

⑮自動車
産業

※2019年度実証地域（全8地域、1064社の中小企業が参加）：
①宮城、岩手、福島②新潟③長野、群馬、栃木、茨城、埼玉④神奈川⑤石川、富山、福井⑥愛知⑦大阪、京都、兵庫⑧広島、山口 11



• 1,064社が参加した実証期間中に、全国８地域で計910件のアラートが発生。重大なインシデントの可能性あ
りと判断し、対処を行った件数は128件。対処を怠った場合の被害想定額が5000万円近くなる事案も。

＜駆け付け支援の対象となった特徴的な対応事例＞

• Windows XPでしか動作
しないソフトウェア利用のた
めに、マルウェア対策ソフト
未導入のWindows XP
端末を使用。

• 社内プリンタ使用のために、
社内LANに接続したことで、
意図せずにインターネット
接続状態になり、マルウェ
アに感染。

• 検知・駆除できていなかっ
た場合の想定被害額は
5,500万円。

• 社員の私物iPhoneが
会社のWi-Fiに無断で
接続されていたことが判
明。

• 私物iPhoneは、過去に
マルウェアやランサムウェア
の配布に利用されている
攻撃者のサーバーと通信
していた。

• 検知・駆除できていなかっ
た場合の想定被害額は
4,925万円。

• 社員が出張先ホテルの
Wi-Fi環境でなりすまし
メールを受信し、添付され
たマルウェアを実行したこと
でEmotetに感染。

• 感染により悪性
PowerShellコマンドが実
行され、アドレス情報が抜
き取られた後、当該企業
になりすまして、取引先等
のアドレス宛に悪性メー
ルが送信された。

古いOSの使用 私物端末の利用 ホテルWi-Fiの利用

• 実証参加企業でマルウェ
ア添付メールを集中検知。

• 取引先のメールサーバー
がハックされてメールアドレ
スが漏えいし、それらのアド
レスからマルウェア添付メー
ルが送付されていた。

• メールは賞与支払い、請
求書支払い等を装うなり
すましメールであり、サプラ
イチェーンを通じた標的
型攻撃であった。

サプライチェーン攻撃

対応種別 総数 内容 発生件数

インシデント対応 128件
電話及びリモートによるインシデント対応※ 110件

訪問によるインシデント対応 18件

＜駆け付け支援件数＞

※電話及びリモートによるインシデント対応には、訪問によるインシデント対応の一次対応を含む。

１.（２）②令和元年度の取組：お助け隊 実証事業の結果

＜https://www.meti.go.jp/press/2020/06/20200612004/20200612004.html＞

2020年6月12日公開資料
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・連携企業：
(株)くまなんピーシーネット、東京海上日動火災保険(株)、
熊本お助け隊実行委員会（熊本県サイバーセキュリティ推進協議会、
熊本県情報サービス産業協会、くまもと電気電子情報連携推進機構）
・協力機関：
熊本県警、熊本商工会議所、肥後銀行

・実施事業エリア：熊本県
・事業参加企業数：１０５社
※実証事業の効果を感じている会社は８０％以上
※うち５３社（５１％）が

実証事業終了後も有償での継続利用を決定済み

１.（２）②令和２年度サイバーセキュリティお助け隊事業の取組（九州）

• 九州管内で、下記２事業が初採択。

• 鹿児島県以外の地域で実証事業を実施し、九州全域で合計１５７社が参加。

福
岡

佐
賀

長
崎

熊
本

大
分

宮
崎

計

実
績

２
７

７ ６ ３ ２ ７ ５
２
社

←熊本日日新聞
R2.9.18朝刊広告

熊本商工会議所
会報誌
「商工ひのくに」／
地元経済誌
「くまもと経済」→

・連携企業：
日本電気(株)、
NECフィールディングス(株)、
東京海上日動火災保険(株)
・協力機関：
一般社団法人九州経済連合会

・実施事業エリア：
福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、
大分県、宮崎県

・事業参加企業数：
５２社（内訳は下記のとおり）

事業①：株式会社BCC 事業②：西日本電信電話株式会社 熊本支店
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１.（２）③地域に根付いたセキュリティ・コミュニティ（地域SECUNITY）の形成促進

• 地域の民間企業、行政機関、教育機関、関係団体等が、セキュリティについて語り合い、「共助」の
関係を築くコミュニティ活動を、「地域SECUNITY」と命名。

• まずは各地域で地域SECUNITYの形成を促進し、将来的には、地域のニーズとシーズのマッチングに
よる課題解決・付加価値創出の場（コラボレーション・プラットフォーム）へと発展することを目指す。

地域SECUNITY
がない状態

地域SECUNITY
形成

• 地域の関係者間でのセキュリティに
関する「共助」の関係を形成

• イベント等の継続開催による地域
のセキュリティ意識向上・人材育成

• 国や専門家からの情報提供の場

コラボレーション・プラットフォーム
を全国に展開

• ニーズとシーズのビジネスマッチングや
共同研究による地域発のセキュリティ
ソリューションの開発

• 地域一体となった課題解決

• 地域を越えた連携

将来目指す姿＜地域SECUNITYのコンセプト＞

大学・高専

自治体地元
ベンダー

国

県警

民間団体

地元企業 地域の
セキュリティ
関係者の
つながり

？
•地域の課題解決

•価値創出地域のニーズと
シーズのマッチング

!!
地域にセキュリティを学ぶ

機会が少ない

地域にセキュリティについて
相談できる相手がいない

地域の
ベンダーを
知らない
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１.（２）③令和２年度地域SECUNITY形成促進の取組（九州）

• 令和２年度事業採択を契機に、企業や大学等のキーパーソンを中心とした産学官連携のコミュニティ形成が進行中。

• 既存の取り組み、ネットワークも活用しながら、九州全域での展開を目指す。

・事業主体：三井物産セキュアディレクション(株)
・協力：（公財）福岡貿易会、（一社）九州経済連合会
福岡貿易会ほか
・キーパーソン：九州大学 小出先生ほか

・事業内容：福岡県・佐賀県において、業界普及への推進役
となりうる地域企業（製造業や医療法人）の協力のもと、
業界コミュニティとして、各業界ごとに普及啓発セミナー
（R3.2.3、地元メディア掲載もあり、セミナーの参加者数
は144名！

R3年夏頃にも開催予定）等を実施。
自治体、県警のほかセキュリティ事業者、保険事業者、
教育関連事業者とも連携体制を構築。

地域SECUNITY事業採択

・事業主体： （一社）長崎県情報産業協会
・キーパーソン：長崎県立大学 加藤先生ほか
・事業内容：長崎県において、
サイバーセキュリティ対策強化に向けた普及啓発
セミナー（R3.1.27）を実施。

地域SECUNITY事業採択

【参考】
熊本県サイバーセキュリティ推進協議会
自治体・県警を中心に、IT業界・ものづくり企業等の
産業界、大学と産学官の推進体制を構築。
学生のボランティア活動の支援を通じた普及啓発活動
など参加大学の学生による活動が特色。

＜本省の地域コミュニティ調査ヒアリング先＞

【参考】
鹿児島県サイバーセキュリティ協議会
会員企業向けに技術勉強会やセミナーを定期的に開催。
IT業界や自治体、県警、学校とのネットワークも構築し、
サイバーセキュリティ対策の普及啓発に向けた働きかけも
積極的実施。

＜本省の地域コミュニティ調査ヒアリング先＞ 15



１.（２）③九州地域におけるサイバーセキュリティ強化に関する取組み

九州サイバーセキュリティシンポジウム
・実行委員会委員長：九州工業大学 学長

副委員長：九州電力(株)、
(株)セキュアスカイ・テクノロジー、(株)ラック

オブザーバー：九州経済産業局、
（一社）九州経済連合会ほか

九州・沖縄地域情報セキュリティ推進連絡会議
・事務局：九州経済産業局、九州総合通信局
・構成機関：九州管区警察局、沖縄総合事務局、沖縄総合通信事務所、８自治体、
（一社）九州経済連合会、九州商工会議所連合会、(一社)九州テレコム振興センター
・平成25年1月発足。
・情報セキュリティ推進機関の取り組み等の情報共有と連携の促進、
九州・沖縄地域における情報セキュリティ対策の重要性の継続的な普及啓発を行う。

• 福岡県を中心に、セキュリティ確保、強化に向けた産学官の支援の動きはあるが、九州全域への啓蒙、支援は不十分。

• 既存の取り組み、ネットワークを活用しながら、九州全域への幅広い展開を目指す。

F-CSNET（エフシスネット）
・参画機関：福岡県警、福岡県、九州経済産業局、

（公財）福岡県中小企業振興センター、福岡県商工会議所連合会、
福岡県商工会連合会、福岡県中小企業団体中央会

・平成28年11月発足。
・県内中小事業者を対象に、サイバー犯罪の被害防止等に
情報発信、相談対応等的確に対応することを目的として発足したネットワーク。

官

官九州大学
サイバーセキュリティセンター

【九州大学】

学

enPiT-Security
【九州大学、長崎県立大学】

学

サイバーセキュリティセミナー
【(一社)九州経済連合会、九州経済産業局】

産

産

Hardening Project
【Web Application Security 

Forum Hardening Project実行委員会】
※2020年度福岡で初開催。2021年度も福岡開催予定。

産

16



出所 IPA_「中小企業におけるサイバーセキュリティ対策」 2020年12月より

（参考）中小企業における現場対応の徹底支援
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２．令和３年度IoT関連の各種支援策

（１）令和3年度予算等

（事業再構築補助金等、DX投資促進税制）

〈参考〉DXの最近の動き
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３月公募開始予定
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地域未来デジタル・人材投資促進事業
令和3年度予算案額 11.7億円（新規）

地域経済産業グループ
地域企業高度化推進課 03-3501-0645
地域経済活性化戦略室 03-3501-1697
商務情報政策局
情報技術利用促進課 03-3501-2646

事業の内容 事業イメージ

事業目的・概要

新型コロナウイルス感染症の影響により、非接触・リモート社会の基礎と

なるデジタル投資や、若年層・テレワーク経験者の地方移住への気運が

高まっています。

地域未来牽引企業、地域未来投資促進法の承認地域経済牽引事

業者等のデジタル化を支援し、地域の高生産性・高付加価値企業群を

創出・強化するとともに、若者人材の地域企業への移動を支援し、地方

への人流を創出するため、以下の取組を推進します。

①地域未来牽引企業等の経営のデジタル化

②地域未来牽引企業等とIT企業等による新事業実証と事例普及

③デジタルツールを戦略的に用いた地域中堅企業等への若者人材移転

成果目標

①各事業年度終了後3年間の従業員数の増加率が9%以上となった被

支援企業の割合を80%以上とします。

②各事業年度終了後2年目に、3年目までの売上計上が予定される

新たなビジネスモデルの件数割合を、50%以上とします。

③予算活用企業のうち、各事業年度終了後2年以内に若者人材年間採

用数を事業前年度比で増加させた企業数を、50%以上とします。

②地域産業デジタル化支援事業

１．地域未来牽引企業等とIT企業等が連携して取り組む、新事業

実証（試作、顧客ヒアリング、事業性評価と改善）による地域

産業のデジタル化のモデルケースの創出、地域へのモデルケースの

横展開に要する経費を補助します。

２．地域での新事業実証の環境整備として、経産省HPで公開中の

公設試験研究機関の保有機器等の検索システムを更新するとと

もに、地域未来牽引企業の経営状況の調査等を実施します。

③戦略的ツール活用型若者人材移転支援事業

• 地方の中堅企業等による若者人材の求人手法を高度化すべく、

自社分析、採用・育成戦略から、多様な求人ツールの活用、

リモートセミナー・面接等まで、一気通貫で総合支援を行います。

• 創出される先進事例は、広報コンテンツを通じて周知啓発し、

横展開を図ります。

①地域企業デジタル経営強化支援事業

１．地域未来牽引企業等が規模成長に向けて、デジタルツールを

活用した経営管理体制強化のための課題整理・計画策定・

システム導入を行う際の経費を補助します。

２．デジタル経営の普及啓発に向けた優良事例の調査、広報事業

を実施します。

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間企業等
委託①-2

②-2

国 民間企業
補助（定額）

民間団体等
補助（2/3, 1/2）②-1

③

国 民間企業
補助（1/2, 1/3）

①-1

①地域企業デジタル経営強化支援事業
②地域産業デジタル化支援事業

公募中
（①3/31 17:00〆、②3/18 17:00〆）
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令和3年度「これから使える補助金等施策」説明資料

2021年2月17日 九州経済産業局HP（2月1日時点資料）

https://www.kyushu.meti.go.jp/seisaku/chusho/oshirase/210217_1.html

１．動画による説明
①地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業
②地域未来デジタル・人材投資促進事業
③共創型」サービス・IT連携支援事業
④中⼩企業生産性革命推進事業（サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金））
⑤ JAPANブランド育成支援等事業外部リンク
⑥商業・サービス競争力強化連携支援事業（新連携支援事業）

⑦中⼩企業の防災・災害対応関連施策

2．資料掲載
①経済産業省の主な海外展開支援施策
②-1中⼩企業生産性革命推進事業・ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業
②-2ものづくり・商業・サービス高度連携促進事業
③戦略的基盤技術高度化・連携支援事業（サポイン補助金）
④地方公共団体による⼩規模事業者支援推進事業
⑤中⼩企業・⼩規模事業者ワンストップ総合支援事業
⑥事業承継・事業引継ぎ推進事業（事業承継・引継ぎ補助金）
⑦中⼩企業等事業再構築促進事業

23
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〈参考〉経済産業省ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の動き

『DXレポート2（中間取りまとめ）』 2020年12月28日

我が国企業がデジタルトランスフォーメーション（DX：Digital Transformation）を加速する
ため、企業のとるべきアクションと政府の対応策の検討を行い、『DXレポート2（中間取りまと
め）』として中間報告書を公表。
(報告書の要点）
①DXレポート公表以降のDX政策とその結果
②コロナ禍で見られた事象と、明らかになったDXの本質
③デジタルサービスの浸透と、コロナにより高まったDXの緊急性
④民間企業が事業変革のために取るべきアクション

⑤民間企業の変革をサポートする政府の政策

※経済産業省HP https://www.meti.go.jp/press/2020/12/20201228004/20201228004.html

DX認定制度 2020年11月9日から本格受付（Web申請）開始

「情報処理の促進に関する法律」に基づき、「デジタルガバナンス・コード」の基本的
事項に対応する企業を国が認定する制度。
独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）が、本制度に関わる「ＤＸ認定制度事務局」
として各種相談・問合せ、及び認定審査事務を実施。

※ ＩＰＡ ＨＰ https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxcp.html 25
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出典：D X レポート２
中間取りまとめ（サマリー）DX加速シナリオ
令和２年１２月２８日
デジタルトランスフォーメーションの加速に向けた研究会

（参考）
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出典：D X レポート２
中間取りまとめ（サマリー）DXの加速に向けた企業のアクションと政策
令和２年１２月２８日
デジタルトランスフォーメーションの加速に向けた研究会

（参考）
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３．最後に
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デジタル化・ＤＸ関連施策
・補助金、税制等
・人材育成講座などのイベント情報
・サイバーセキュリティ対策 等

月2回程度更新しながら配信中！

27事業者84講座を掲載中！！
（2021年1月27日時点）

例）「巣ごもりDXステップ講座情報ナビ」
（経済産業省HP）

■九州経済産業局HPに掲載
https://www.kyushu.meti.go.jp/seisaku/
jyoho/kyushu-iot.html 29

３．最後に・・

https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/sugomori/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/sugomori/index.html
https://www.kyushu.meti.go.jp/seisaku/jyoho/kyushu-iot.html


九州ＩｏＴコミュニティへの加入は

①右のQRコード
②九州経済産業局HP
から宜しくお願い致します。

九州ＩｏＴコミュニティへの加入方法

【お問い合わせ先】

経済産業省 九州経済産業局
地域経済部 情報政策課

TEL：092-482-5440
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